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研究成果の概要（和文）：高速度撮影装置と電気声門図（EGG）の同期記録システムを構築し、声門閉鎖の有無
をEGG波形より間接的に評価できるかどうかについて検討を行った。健康成人例の咳払いにおいて、声帯突起の
接触の際にEGG波形が一過性に上昇する所見を認め、片側声帯麻痺症例でも同様の所見を認めた。評価者間一致
率は、高速度撮影画像を用いた視覚認識による声門閉鎖の評価よりもEGG波形の一過性上昇の有無を評価する方
が高かった。本研究の結果は、咳払い時のEGG波形の一過性上昇が明確に声門を観察することができない片側声
帯麻痺症例の咳払い時の声門閉鎖能力を予測する有用な指標になり得ることを示した。

研究成果の概要（英文）：In the present study, we applied EGG for investigating the glottal closure 
condition during cough, and aimed to identify the laryngeal motion reflected by a transient EGG 
prominence observed at the beginning of cough motion, and to assess whether or not the presence of 
an EGG prominence predicted the cough efficiency in unilateral vocal fold paralysis patients (UVFP).
 The present study demonstrated that a transient EGG prominence during cough reflected the contact 
between the bilateral vocal folds just before the compression phase of cough, and that the presence 
of a transient EGG prominence was related to the cough efficiency. These results suggest that a 
transient EGG prominence may be a superior useful sign for predicting a vocal fold closure ability 
to fiberscopic findings, particularly in UVFP patients without a clear laryngeal view.

研究分野：音声障害
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研究成果の学術的意義や社会的意義
近年、音声障害は医療・社会的ニーズが高まっている疾患である。音声酷使あるいは頻回の咳払いなどの問題行
動が音声障害の発症に関与することはよく知られている。本研究では高速度撮影装置とEGGの同期記録システム
を用いて、咳払いにおけるEGG波形の一過性上昇が声帯突起の接触を反映し、そのEGG波形の一過性上昇の有無は
高い一致率で評価できることを証明した。この結果より、発声や咳払い時の声帯間接触の頻度および程度の定量
的評価法を確立することで、従来不明であった声の使用に関する問題行動と喉頭組織への障害、音声障害発症と
の因果関係を解明できる可能性がある。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年、音声障害は医療・社会的ニーズが高まっている疾患である。音声障害は生涯における罹
患率が約 30%とされており、個人の QOLのみならず、音声障害に伴う社会的・経済的損失を
生じさせることが報告されている（Roy et al, 2004.）。また、本邦においては音声障害 4075症
例中の 47%に声の職業性や音声酷使、咳払いなどの問題行動を有していたことや、問題行動が
原因となる代表疾患として、声帯結節が器質性音声障害症例の 32%、筋緊張性音声障害が機能
性音声障害症例の 35%を占めていたことが報告されている（楠山 他，2010.）。しかしながら、
音声障害患者の日常生活における問題行動の頻度や程度の把握は患者への問診に基づくため、
患者が問題行動を自覚していない場合や虚偽の返答をした場合には、それらを把握することが
困難である。この問題に対して、コンタクトマイクを用いた speech accumulater（Ryu et al, 
1983.）やマイクロフォンを用いた acoustic cough monitoring（Smith et al, 2010.）が開発さ
れたが、音圧の情報のみから問題行動を抽出する困難さに加えて、日常生活の音自体を記録す
ることが privacy の問題を有するという短所があった。そこで本研究では電気声門図
（electroglottography:EGG）を用いて、日常会話・講義などの日常生活の発声行動における
声帯間接触の変化をモニタリングし、咳払いなどの問題行動の頻度と程度を客観的に評価する
方法の開発を目指す。 
 
２．研究の目的 
高速度撮影装置および電気声門図を用いて声帯および声門上部構造の閉鎖・開大速度・振動の
状態と EGG波形を比較して解析することで、EGG波形による咳払い時の喉頭閉鎖の評価法を
確立すること。 
 
３．研究の方法 
高速度撮影装置と電気声門図（EGG）の同期記録システムを構築し、声門閉鎖の有無を EGG 波形
より間接的に評価できるかどうかについて検討を行った。健康成人および片側声帯麻痺症例を
対象として、強/弱の咳払いのタスクを実行してもらい各タスク中の高速度撮影画像および EGG
信号を同期記録した。高速度撮影画像より声門閉鎖の有無を、EGG 信号より声門閉鎖時におけ
る EGG 波形の変化の有無を視覚認識にて評価し、それらの関連性を比較検討した。 
 
４．研究成果 
健康成人例の咳払いにおいて、声帯突起の接触の際に EGG 波形が一過性に上昇する所見を認め、
片側声帯麻痺症例でも同様の所見を認めた。評価者間一致率は、高速度撮影画像を用いた視覚
認識による声門閉鎖の評価よりも EGG 波形の一過性上昇の有無を評価する方が高かった。本研
究の結果は、咳払い時の EGG 波形の一過性上昇が明確に声門を観察することができない片側声
帯麻痺症例の咳払い時の声門閉鎖能力を予測する有用な指標になり得ることを示した。また、
本研究の結果より、日常生活における非侵襲的な喉頭運動のモニタリング法を開発し、発声や
咳払い時の声帯間接触の頻度および程度の定量的評価法を確立することで、従来不明であった
声の使用に関する問題行動と喉頭組織への障害、音声障害発症との因果関係を解明できる可能
性がある。 
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